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高浜発電所１・２号機に係る安全確保等について

国におかれては、エネルギー政策上、原子力発電は安全確保を大前提とした上で欠かす

ことができない電源として、40年を超える原子力発電所の運転についても活用する方針を

示され、万が一事故が起きた場合には、国は関係法令に基づき、責任をもって対処すると

されています。

京都府と高浜発電所ＵＰＺ市町で構成する地域協議会においては、40年を超える関西電

力(株)高浜発電所１・２号機について、これまで安全確保対策に係る説明や質疑、また、

住民説明会等を行ったところですが、住民説明会やその後受け付けた質疑等では、40年超

え原子炉への不安や事故時の避難路が確保できるのかなどの不安の声が大きいことが確認

されました。

こうした住民意見等を踏まえ、また、住民の安心・安全を第一に考え、原子力発電所の

安全性確保はもちろん、万が一の事故発生時の避難に関わる以下の課題等について、原子

力発電を国のエネルギー政策として位置付ける責任においてご対応いただきますよう要望

します。

記

１ 運転（延長）期間における確実な安全確保

高浜、大飯発電所の安全確保対策を現状に止めることなく、更なる安全確保のための

対策を国として常に最新の知見により評価方法等を見直し、厳格な審査を行うとともに、

運転期間延長となる高浜１・２号機に関しては、事業者が長期保全管理計画に従い、必

要な点検、部品交換等を行っているかなど、安全上必要な管理運営を適正に行っている

か監視・指導を行い、異常等が発見された場合は、速やかに運転停止を指示すること。

２ 住民への原子力政策や発電所における安全対策等の周知

国として、原子力発電の必要性、原子力発電所における地震など自然災害等を想定し

た具体的な安全対策、避難の際の住民の防護措置など、住民の不安を解消するための分

かりやすい広報を行い、住民の原子力政策等への理解を深めること。

３ 緊急時における住民への情報提供

原子力発電所に関し、平時の情報はもちろん、緊急時に必要となる情報を住民へ迅速

に伝える情報提供システムを構築すること。



４ 住民避難時の人員や資機材等の確保

一時集合場所、避難退域時検査場所、避難先で必要となる人員や資機材に加え、住民

の避難に必要な車両とその運転員を確保すること。

また、新型コロナウイルス感染症防止対策のために必要となる人員や資機材等につい

ても確保すること。

５ 避難道路のインフラ整備

万が一の際には、ＰＡＺでは即時に、ＵＰＺでは状況に応じて避難を行うことになる

ことから、住民避難を確実にするため、府や市町村の避難路整備（必要に応じて複数避

難路確保を含む。）に必要な財源を確保するとともに、高速道路や国が管理する広域幹

線道路を整備し、広域避難時の渋滞対策に取り組むこと。

６ 実動組織の支援体制の確立

緊急時における自衛隊等の実動組織の人的・物的な支援について明確にすること。

７ 地域に対する支援

ＰＡＺ、ＵＰＺを有する自治体には、府県の違いを問わず、防災対策とともに地域振

興に資する支援を行うこと。
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関西電力株式会社 代表執行役社長 森本 孝 様

高浜発電所１・２号機に係る安全確保等について

運転期間が40年を超える高浜発電所１・２号機に関して、京都府と高浜発電所ＵＰＺ市

町で構成する地域協議会において、これまで安全確保対策に係る説明や質疑、また、住民

説明会等を行ったところですが、住民説明会やその後受付けた質疑等では、40年超え原子

炉への不安や事故時の避難路が確保できるのかなどの不安の声が大きいことが確認されま

した。

地域協議会として、関西電力に対し、原子力発電所という重要施設を運転しているとい

う責任意識を醸成するとともに、上記住民の不安を踏まえ、また、住民の安心・安全を第

一に考え、原子力発電所の安全確保はもちろん、万が一の事故発生時の避難に関わる以下

の項目について申し入れます。

記

1 運転に際しての万全の安全対策を講じること

(1)企業としての信頼回復はもちろん、原子力発電に関して、平時から、社員はもとよ

り工事等関係者についても、原子力発電所という重要施設を取り扱っているとの意識

を醸成し、事故防止に全力を挙げるとともに、地震等による事故を想定した対応訓練

を徹底して行い、事故時の対応能力を高めること。また、将来を見据えた人材・技術

の維持・強化に取り組むこと。

(2)いかなる事情よりも安全性を全てに優先させることが絶対条件であり、高浜、大飯

発電所の安全確保対策を現状に止めることなく、更なる安全確保のための対策を常に

検討、見直すこと。運転期間延長となる高浜１・２号機に関しては、長期保全管理計

画に従い、必要な点検や部品交換等を行うとともに、点検時には重要施設全てに異常

等がないかを確認し、異常等が発見された場合は、速やかに運転停止を行うこと。

(3)原子力発電所の運転には、地域社会の信頼が重要であり、ＵＰＺ内の住民に対し、

原子力発電所における安全確保対策や訓練等の活動について、分かりやすい広報を行

うこと。

２ 住民避難等

(1) 緊急時のモニタリング

原子力災害時における避難に対する住民の不安が高いことから、緊急時におけるモ

ニタリングに必要な人員や資機材を提供すること。



(2) 屋内退避時の物資の提供

原子力災害時における屋内退避の長期化を想定し、その間に必要となる物資を平時

から一定備蓄し、災害時に提供すること。

(3) 避難車両等の提供

緊急時における、避難用車両、船舶など、避難に必要となる車両等及び運転員を提

供すること。

(4) 住民避難時の人員及び資機材の提供

一時集合場所における住民誘導や安定ヨウ素剤配布補助、避難退域時検査場所や避

難先での感染症対策を踏まえた避難所運営、その他避難路上における誘導員など、必

要となる人員や資機材等を提供すること。
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